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サーキュラーエコノミーへの転換の必要性：循環経済ビジョン2020

循環経済ビジョン2020

○環境活動としての３R ⇒ 経済活動としての循環経済への転換

○グローバルな市場に循環型の製品・ビジネスを展開していくことを目的に、
経営戦略・事業戦略としての企業の自主的な取組を促進
（規制的手法は最小限に、ソフトローを活用）

○中長期的にレジリエントな循環システムの再構築

1999年循環経済ビジョン

１R（リサイクル）⇒ ３R（リデュース、リユース、リサイクル）

➢ グローバルな経済社会の変化

（1）資源制約リスク

（2）廃棄物問題

（3）環境問題

（4）ESG投資

（5）国際的な動向

➢ 国際連合（国連環境計画）：資源効率性向上、経済成長と資源制約のデカップリングが必要

➢ G7、G20：資源効率性に関する対話が継続

➢ EU：CEパッケージ（2015）、CEアクションプラン（2020）など

ＣＥ

３Ｒ

（2020.5 策定）

（1999.7 策定）



成長機会環境制約・リスク資源制約・リスク
（経済の自律性）
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成長志向型の資源自律経済の確立に向けた問題意識

【資源枯渇、調達リスク増大】

１．世界のマテリアル需要増大

→ 多くのマテリアルが将来は枯渇

※特に、金、銀、銅、鉛、錫などは、2050年
までの累積需要が埋蔵量を2倍超

→ 再生プラスチックの利用促進による再
生プラスチックの奪い合い

２．供給が一部の国に集中して
いるマテリアルあり

→ 資源国の政策による供給途絶
 リスク

※ニッケル、マンガン、コバルト、クロムなど集中
度が特に高いマテリアルあり

※中国によるレアアース輸出制限、インドネシ
ア（最大生産国）によるニッケル輸出禁止

３．日本は先進国の中でも自給
率が低い

→ 調達リスク増大の懸念

【廃棄物処理の困難性】

４．廃棄物処理の困難性増大

① 廃棄物の越境制限をする国が増加、
国際条約も厳格化の動き（バーゼル
条約）

② 一方、日本国内では廃棄物の最終処
分場に制約

【CN実現への対応の必要性】
５．CN実現には原材料産業によ
るCO2排出の削減が不可欠

※循環資源（再生材・再生可能資源(木材・
木質資源を含むバイオ由来資源)等）活
用により、物質によるが、2～9割のCO2排
出削減効果

※長期利用やサービス化により更なる削減が
可能

【経済活動への影響】

６．資源自律経済への対応が遅
れると多大な経済損失の可能性

① マテリアル輸入の増大、価格高騰による
国富流出、国内物価上昇のリスク増
大

② CE性を担保しない製品は世界市場か
ら排除される可能性

③ 静脈産業は大成長産業になる見込み

→ サーキュラーエコノミーの市場が
 今後大幅に拡大していく見込み

※日本国内では2020年50兆円から、2030
年80兆円、2050年120兆円の市場規
模を見込む

→ 対応が遅れれば、成長機会を
 失うだけでなく、廃棄物処理の
 海外依存の可能性



カーボンニュートラル、経済安全保障、グローバル・サプライチェーンにおける競争力強化を目
指し、「サーキュラーエコノミー市場」の創出を成長戦略として位置付け、「成長志向型の資源
自律経済」の確立を目指していく。
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成長志向型の資源自律経済の確立のトランスミッション

設計・製造・販売
（環境配慮型ものづくりへの革新）

• 非所有市場（シェアリング、サブスクリプション、リース等）

• 二次流通市場（リユース、リペア等）

の活性化（業界の健全な発展のための制度化、サーキュラー・パート
ナーズでインセンティブについて議論）

リサイクル
（高品質な再生資源の供給）

利用
（CEコマースによる効率的な製品利用）

• 廃棄物産業を資源供給産業に
（選別・リサイクル技術の高度化に向けた技
術開発・設備投資支援）

• 情報流通プラットフォームの構築（事業者間
で素材情報等を共有）

課題：資源循環に配慮した製品が可視化・価値化されていない

• 環境配慮設計(易解体設計、長寿命化)の推進（トップランナー基準、ラベリング制度）
• 再生材の利用の拡大（努力義務→計画策定（目標等）・報告提出）

課題：CEコマースビジネスに対する消費者の安全・安心面での懸念、
適切な評価・支援体制の不足

課題：廃棄物から資源に戻っていない

①産官学の連携
(サーキュラーパートナーズ)

②投資支援

③ルール整備



投資支援
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産官学の連携（サーキュラーパートナーズ（CPs））１

2

3

サーキュラーエコノミー(CE)への非連続なトランジションを実現するに当たっては、個社ごとの取組だけでは
経済合理性を確保できないことから、関係主体の連携による協調領域の拡張が必須。

➢ 国、自治体、大学、企業・業界団体、関係機関・関係団体等が参画するパートナーシップの立ち上げ。11月末時点
で、約550者の参画。

➢ ビジョン・ロードマップ策定、地域循環モデルの構築の検討を皮切りに、その他の個別テーマ（標準化、マーケティ
ング、プロモーション、国際連携、技術検討等）についても、順次検討。

➢ 現在検討が進んでいる国内外の先行事例をユースケースに位置付け、共通データフォーマットやプラットフォーム間
の相互連携インターフェイス等について検討し、2025年を目途にデータの流通を促すCE情報流通プラットフォーム
の構築を目指す。

サーキュラーエコノミーの拡大で再生材の国内供給量の不足が見込まれていることから、研究開発から実証・
実装までを面的に支援が必須。

➢ ＧＸ経済移行債により、今後10年間で官民合わせて２兆円超の投資の実現を目指し、自動車・バッテリー、
電気電子製品、プラスチック等の長寿命化や再資源の容易性の確保に資する技術開発及び設備投資への支援。

➢ 令和６年度より３年間で300億円の支援を実施。長寿命化や再資源化の容易性の確保等に資する「環境配慮
型ものづくり」のための技術開発、実証及び商用化等に係る設備投資等を支援。

現在の資源循環に係る政策体系は、3R(Reduce, Reuse, Recycle)を前提としており、特に静脈産業に焦点を
当てた政策が中心であることから、「動静脈連携」を基本とするCE型に政策体系を刷新することが必須。

➢ 動静脈連携による資源循環を加速し、中長期的にレジリエントな資源循環市場の創出を目指して、
 「資源循環経済小委員会」を立ち上げ、3R関連法制の拡充・強化の検討を実施。

ルール整備
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（参考）岸田総理の長野出張【サーキュラーエコノミー関連】

岸田文雄 内閣総理大臣（2024/7/19発言要約）
本日、循環経済、いわゆる「サーキュラーエコノミー」の先進的な取組として、「SANU」を視察した。設計・建築段階から廃棄物の削減を徹
底し、シェアリングエコノミーを通じて施設の稼働率を引き上げ、「資源の利用効率を最大化」する事業モデルは、サーキュラーエコノミーの
理念を体現するもの。同時に、地域の様々な資源を利用し、地域外からの滞在者を呼び込み、都市と地方の「人の循環」を促進するなど、
地方経済にも貢献する優れたビジネスモデルで、地方活性化と循環経済の実現に大きく寄与する。循環経済については、地方創生と経
済成長を同時に実現する、まさに「新しい資本主義」の取組であり、国家戦略としてさらに強力に推進していく。このため「循環経済実現に
向けた関係閣僚会議」を新設して、経産・環境省のみならず、政府横断的に、「令和の時代の地産地消」の循環モデルの創出や、再生材
の利用、使用済み太陽光パネルのリサイクルの促進などの取組を加速させていく。あわせて、「サーキュラーエコノミーに関する車座対話」や
全国各地での「対話の場」を設け、各地域の実情に即した取組を活性化してまいりたい。特に、若い世代の方々の取組に注目して、循環
経済の実現に向けた取組を政府一丸となって進めていく。

令和６年７月1９日（金）

株式会社SANUの現場視察
設計・建築の段階から廃棄物の削減を念頭におき、シェアリングエコノミーを通じて施設の稼働率を引き上げる取
組により、資源の利用効率を最大化する先進的ビジネスモデルを視察。
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（参考）第１回 循環経済に関する関係閣僚会議

令和６年７月３０日（火）

循環経済の実現を国家戦略として着実に推し進めるべく、「循環型社会形成推進基本計画」における取組等
に関連する取組を政府全体として、戦略的・統合的に行っていくために開催。

岸田文雄 内閣総理大臣（2024/7/30発言要約）
循環経済の実現は、環境面の課題をはじめ、地方創生や経済安全保障といった社会課題の解決と経済成長を両立させる、「新しい資本
主義」を体現するものであり、国家戦略として取り組むべき政策課題です。「循環型社会形成推進基本計画」もふまえ、取組を進めてまいり
ます。
まず、産業界や全国の自治体と連携して、地域の先進モデル事業への支援を通じた令和の地産地消モデルの推進、中核人材の育成、食
品ロス削減などのプロジェクトを進めます。８月からは、車座を開始し、全国各地での対話の場を設け、若い世代を中心に、地域の意見を丁
寧に聞きながら、循環経済に資する豊かな地域やくらしの実現を目指します。循環経済を支える制度面での対応も強化してまいります。自動
車メーカー等の製造業と廃棄物・リサイクル業の事業者間の連携促進や、再生材の供給・利用拡大や循環配慮設計の推進を図ります。ま
た、使用済太陽光のリサイクル促進のための制度面での対応も進めます。関係大臣が協力して、これらの取組を具体化した政策パッケージ
を年内にとりまとめるようお願いいたします。
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岸田文雄 内閣総理大臣（2024/8/19発言：抜粋）
本日皆さんから伺った、革新的な技術による資源の高付加価値化や、シェアリングエコノミーの実践、地方発のサーキュラーエコノミーの
拠点創出などは、『循環型 地方創生』のモデルケースとなり得ると確信しました。これらの先進的な取組に、人・社会・地域・環境に配慮し
た「エシカル消費」の視点や、経済性を両立させる事業モデルを組み合わせることで、世界に発信できるような、日本ならではの、持続可能
な循環型社会の実現に向けた大きな一歩を踏み出せるのではないでしょうか。
政府としても、この動きを加速させるべく、与党の先生方からの提言も受けて、先月、循環経済に関する関係閣僚会議を立ち上げ、年末
までに具体的な「政策パッケージ」を取りまとめることとしました。また、本日の車座対話を皮切りに、今後、全国各地で、関係省庁において、
「対話の場」を設け、地域の実情や課題、アイデアを丁寧に伺い、循環経済に資する豊かな地域やくらしの実現に向けた 議論を重ねて
いく予定です。

令和６年８月1９日（月）

若い世代が中心に取り組む循環経済に関する最新のビジネスモデル、循環経済の取組の加速について、意見交換

（参考）サーキュラーエコノミーに関する車座対話



成長志向型の資源自律経済の確立に向けた取組について

－ 成長志向型の資源自律経済戦略

－ 産官学の連携（サーキュラーパートナーズ（CPs） ）

－ ルール整備



12

サーキュラーパートナーズ（CPs）会員（1月10日時点）

会員数：590者

企業 ：475社

業界団体 ：31団体

自治体

大学・研究機関

関係機関・関係団体

：23自治体

：24機関

：37機関

（大企業：193社、中小企業：282社（うち、小規模企業：77社））

https://www.cps.go.jp/

公式サイト

https://www.cps.go.jp/
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サーキュラーパートナーズ（CPs）の概要について

• サーキュラーパートナーズの目的と主な検討事項は以下の通り。

ビジョン・ロードマップ
検討WG

地域循環モデル
構築WG

今後の日本のサーキュラーエコノミーに関する方向性を定めるため、2030年、2050年を見据えた
日本全体のサーキュラーエコノミーの実現に向けたビジョンや中長期ロードマップの策定を目指す。
また、各製品・各素材別のビジョンや中長期ロードマップの策定も目指す。

循環に必要となる製品・素材の情報や循環実態の可視化を進めるため、2025年を目途に、データ
の流通を促す「サーキュラーエコノミー情報流通プラットフォーム」を立ち上げることを目指す。

自治体におけるサーキュラーエコノミーの取組を加速し、サーキュラーエコノミーの社会実装を推進する
ため、地域の経済圏の特徴に応じた「地域循環モデル（循環経済産業の立地や広域的な資源の
循環ネットワークの構築等）」を目指す。

その他
（新規検討テーマ等）

動静脈連携、ビジネスモデル、標準化、価値化、技術、新産業・新ビジネス創出等についても順次
検討を実施し、産官学連携によるサーキュラーエコノミーの実現を目指す。

CE情報流通
プラットフォーム構築WG

サーキュラー
パートナーズ
の目的

◼各主体の個別の取組だけでは、経済合理性を確保できず、サーキュラーエコノミーの実現にも繋
がらないことから、ライフサイクル全体での関係主体の連携による取組の拡張が必須。

◼そのため、サーキュラーエコノミーに野心的・先駆的に取り組む、国、自治体、大学、企業・業界
団体、関係機関・関係団体等の関係主体における有機的な連携を促進することにより、サー
キュラーエコノミーの実現に必要となる施策についての検討を実施。



事業目的・概要 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

事業目的

経済産業省では、2023年3月に「成長志向型の資源自律経
済戦略」を策定し、資源循環経済政策の再構築等を通じて物
資や資源の供給途絶リスクをコントロールし、経済の自律化・強
靭化と国際競争力の獲得を通じた持続的かつ着実な成長に繋
げる総合的な政策パッケージを提示したところである。同戦略を踏
まえ、産官学連携によるサーキュラーエコノミー実現を目的として、
2023年9月に立ち上げた「サーキュラーエコノミーに関する産官学
のパートナーシップ」を活用し、自律型資源循環システムを構築す
るために必要となる資源循環に係る調査及び実証等への支援を
実施する。

成果目標・事業期間

令和7年度の１年間の事業であり、

短期的には、ビジョン・ロードマップの策定、地域循環モデルの創出
のための基盤を整備する。

中期的には、設備投資等により、ビジョン・ロードマップの策定、地
域循環モデルの創出を達成する。

長期的には、「サーキュラーエコノミーに関する産官学パートナー
シップ」が日本のサーキュラーエコノミーを牽引し、自律型資源循環
システムを構築することを目指す。

事業概要

（１）「サーキュラーエコノミーに関する産官学のパートナーシップ」
の活動計画の策定や個別テーマごとのワーキンググループの開催
等について、事務的な補助等を行う事務局の運営を実施する。

（２）自律型資源循環システム構築のため、「サーキュラーエコノ
ミーに関する産官学のパートナーシップ」で検討する個別テーマの
設定や深掘りのための調査、参画する自治体、大学、企業・業
界団体、関係機関・関係団体等のビジョン・ロードマップの策定、
地域循環モデルの創出等のための支援、情報発信等を実施する。

民間企業等国

（１）（２）

委託

成長志向型の資源自律経済加速化事業のうち、

（１）資源自律経済確立に向けた産官学連携加速化事業
令和7年度概算要求額 25億円（新規）

（１）（２）GXグループ

資源循環経済課

（２）商務・サービスG博覧会推進室
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・事業期間：令和６～８年度の３年間

・予算額：国庫債務負担含め総額１００億円

・執行団体：低炭素投資促進機構（GIO）

・補助率：大企業1/3、中小企業1/2

・補助対象：自動車・バッテリー、電気電子製品、包装、プラスチック、繊維等について、

（１）動静脈連携による資源循環に係る技術開発及び実証に係る設備投資

（２）長寿命化や再資源化の容易性の確保等に資する「環境配慮型ものづくり」のための技術開発、

実証及び商用化に係る設備投資

・申請条件（一部抜粋）

● サーキュラーパートナーズ会員

● 右表（１）～（３）いずれかの目標を満たす

●「分野別投資戦略」等に基づく審査項目を満たす

・公募の詳細：https://www.teitanso.or.jp/skgshigen/

サーキュラーパートナーズの枠組みを活用した支援を実施

16

産官学連携による自律型資源循環システム強靱化促進事業

項目 目標

（１）再生材利用の促進
本事業で生産が見込まれる製品において、製
品中の再生材の含有率が10％以上

（２）CEコマース市場の拡大
仕入れた廃棄物の50％以上を、リユース/リ
ファービッシュ/リパーパス等によって製品
として再利用可能

（３）環境配慮設計による
ものづくりの促進

事業終了後２年以内に環境配慮設計の製品を
市場投入

（表） 資源循環に関する目標

https://www.teitanso.or.jp/skgshigen/


規制・支援一体型促進策の政府支援イメージ
◼ 各分野が持つ事業リスクや事業環境に応じて、適切な規制・支援を一体的に措置することで、民間企業の投資を

引き出し、150兆円超の官民投資を目指す。

◼ 世界規模のGX投資競争が展開される中、我が国は、諸外国における投資支援の動向やこれまでの支援の実績
なども踏まえつつ、必要十分な規模・期間の政府支援を行う。20兆円規模の支援については、今後具体的な事
業内容の進捗などを踏まえて必要な見直しを行う。

今後10年間の官民投資額全体

150兆円超

約60兆円～

資源循環産業

バイオものづくり

CCS

等

約80兆円～

製造業の省エネ・燃料転換
（例.鉄鋼・化学・セメント・紙・自動車）

脱炭素目的のデジタル投資

蓄電池産業の確立

船舶・航空機産業の構造転換

次世代自動車

住宅・建築物 等

約10兆円～

再生可能エネルギーの大量導入

原子力（革新炉等の研究開発）

水素・アンモニア

等

今後10年間の政府支援額 イメージ

約20兆円規模

約6~8兆円

約9～12兆円

約2~4兆円

非化石エネルギー
の推進

需給一体での
産業構造転換・
抜本的な省エネ

の推進

資源循環・
炭素固定技術

など

イメージ
水素・アンモニアの需要拡大支援

新技術の研究開発

など

イメージ
製造業の構造改革・収益性向上
を実現する省エネ・原/燃料転換

抜本的な省エネを実現する
全国規模の国内需要対策

新技術の研究開発

など

イメージ
新技術の研究開発・社会実装

など

規制等と
一体的に
引き出す

17
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CE情報流通プラットフォームの現状と目指す姿

◼ 現状は、各製品・素材領域に閉じたサプライチェーン内での情報展開が
進みつつあり、このままではプラットフォームが乱立することが想定される。

◼ 一方で、サプライチェーン全体で情報流通を実現するためには、各者が個
別にプラットフォームの構築を進めるのではなく、関係企業が会社の枠を
超えて連携しながら一丸となって対応を進めるべき。

各者が
個別に
構築

◼ 製品・素材共通で必要になる機能は協調領域として整備し、競争領域
に当たる機能は民間企業に整備を任せるなどの役割分担を行う。

◼ ステークホルダー間で循環に必要な製品・素材に係る情報の交換量を増
加させ、循環実態の可視化を進めることで資源循環を効率的に促進。

競争
領域

協調
領域

現状：製品・素材別の個別プラットフォーム 目指す姿：製品・素材横断の共通プラットフォーム

プラットフォームA
（素材）

プラットフォームC
（家電）

プラットフォームB
（自動車）

…

連携困難 連携困難

メーカーA

サプライヤA-1

サプライヤA-2

…

メーカーB

サプライヤB-1

サプライヤB-2

…

メーカーC

サプライヤC-1

サプライヤC-2

…

共通プラットフォーム

プラットフォームA
(素材)

プラットフォームC
(家電)

プラットフォームB
(自動車)

…

メーカーA

サプライヤA-1

サプライヤA-2

…

メーカーB

サプライヤB-1

サプライヤB-2

…

メーカーC

サプライヤC-1

サプライヤC-2

…

… …

⚫ これまで個別にプラットフォームが構築されてきたが、各産業が協調しながら情報流通を
実現する共通的なプラットフォームを構築する。

素材領域
データスペース

製品領域
データスペース
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CE情報流通プラットフォーム構築のポイント

⚫ 国内外の取組を踏まえた日本におけるCE情報流通プラットフォームの在り方を検討する。

国内の産官学の連携よる
共通プラットフォームの構築

資源循環分野を対象に事業化を
進めるトップランナー企業や有識者を巻き込み、

共通プラットフォームを構築。

1

プラットフォーム構想策定段階からの
エンジニアリング専門知見の反映

初期段階からエンジニアリング工程を見据えた
体制を構築し、実装まで一気通貫で落とし込む。

（絵に描いた餅で終わらせない）

3

国内で先行的に進む
資源循環関連のイニシアティブとの連携

SIPにおける再生プラスチックに関わる実証や
ウラノス・エコシステム等の取組とも連携し、

CE情報流通プラットフォームを構築。

2

CE情報流通プラットフォームの構築イメージ CE情報流通プラットフォーム構築のポイント

CE情報流通PF

国内の取組 海外の取組

CE情報流通PF
構築WG

Gaia-X

Catena-X

Cofinity-X

SCSN

国内外の取組を踏まえ
アーキテクチャを検討

有識者等を構成員とする会議体

Manufacturing-X

SIP

DADC

Ouranos

DATA-EX

電子マニフェスト
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次世代製品含有化学物質情報・資源循環プラットフォーム（CMP※）
※Chemical and Circular Management Platform

【得られる効果】
✓ 川上から川下へのシームレスな情報伝達

✓ バケツリレー型情報伝達から、CMPコンソーシアムからサプライチェーン全体への一括トリガーへの変革

✓ 規制変更時に必要となる再調査の抑制
✓ 資源循環など新たな情報への展開

【現状の情報伝達】 【目指す情報伝達の姿】

化学メーカー 材料メーカー 部品メーカー 完成品メーカー

川上企業 川中企業 川下企業

新規
製品調査

新規製品調査から川上企業へのサプライチェーンがつながる
秘匿物質が規制対象になったら、川上企業から伝達される

物質の追加・変更

当局 CMPコンソーシアム（仮）

開示
確認

開示アラーム

再調査不要

ブロックチェーン（BC）

組成データ 組成データ 組成データ 組成データ

CMP
Chemical and Circular Managemet Platform

業界共通
物質リスト
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CMP実現のイメージ

⚫ 先行するウラノスエコシステム（蓄電池トレサビシステム）との連携を想定

CMPアプリケーション

CMPデータ連携基盤
（化学物質/

材料/リサイクル・CRM）

CMPデータ
連携拡大
（DPP/

紛争鉱物等）

競争
領域

協調
領域

他プラット
フォーム

CMP連携機能

共通モジュール



成長志向型の資源自律経済の確立に向けた取組について

－ 成長志向型の資源自律経済戦略

－ 産官学の連携（サーキュラーパートナーズ（CPs） ）

－ ルール整備
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EUの循環経済政策における再生材利用の加速
品目 主な内容

電気電子機器 循環型電子機器イニシアチブ 【2020年3月11日発表】
• 耐久性の向上、アップグレード期間の長期化・修理・メンテナンス・再利用・リサイクル可能にすることで製品

の寿命を延ばす。
電気電子機器廃棄物（WEEE）指令 【2003年発効、2012年改正】
• WEEEの発生抑制と再利用・リサイクルを推進。

自動車 自動車設計・廃車（ELV）管理における持続可能性要件に関する規則案 【2023年7月13日発表】
• 2030年頃までに新車生産に必要なプラスチックの25％以上（このうち廃車由来で25％以上）で再

生プラスチックの使用を義務化。

バッテリー バッテリー規則 【2023年8月17日施行】
• 一定割合以上の再生原料の使用を義務化。

 2031年8月～：Co 16％, Li  ６％, Ni  ６％
 2036年～  ：Co 26％, Li 12％, Ni 15％

• カーボンフットプリントの上限値の遵守、バッテリーパスポートの導入。

容器包装・
プラスチック

包装材と包装廃棄物に関する規則案 【2022年11月30日発表】
• プラスチック製包装中の再生プラスチックの使用率を包装種別ごとに義務化。

 2040年までに、飲料ボトル 65％、食品接触型 50％、非食品容器 65％

繊維 持続可能な循環型繊維製品戦略 【2022年3月30日発表】
• 2030年までにEU域内で販売される繊維製品を、耐久性があり、リサイクル可能で、リサイクル済み繊維を

大幅に使用し、危険な物質を含まず、労働者の権利等の社会権や環境に配慮したものにする。

建設・建物 建築資材規則改正案 【2022年3月30日発表】
• 製品のライフサイクルにおける環境関連情報の開示。製品設計、リサイクル済み原料の優先的利用、リサ

イクル済み原料の最低限の利用、製品データベースにおいて製品の再利用や修理のための説明等を義務
付け。（※EU理事会（閣僚理事会）と欧州議会は、2023年12月13日に建設資材規則の改正案に
関し、暫定的な政治合意に達したと発表。）
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ブランドオーナによる再生材利用に関するコミットメント

Apple • 再生材・再生可能材料のみを利用した製品製造を目指す
• 2021年時点で8つの製品が20％以上の再生材利用を達成、製品の９割を占める14品目の再生利用を推進
（2021年時点で18％の再生材利用）

Microsoft • 2030年までに「廃棄物ゼロ」、2030年にはデバイス自体を100％リサイクル可能を目指す
• 2021年に発売した「Microsoft Ocean Plastic マウス」はマウス外装に再生海洋プラスチックを採用、重量比
で20％配合。梱包材には100％再生利用可能な素材を使用。

電気電子機器

ルノー・グループ • 車両の70％以上にプラスチック廃材などを材料としたリサイクル素材を使用し、95％をリサイクル可能とした、
循環型経済に貢献する新モデルを発表

BMW • 2025年から販売予定の新モデル「ノイエ・クラッセ」の内外装に、漁具からのリサイクル材を約3割使ったプラスチッ
クを活用すると発表

自動車

パタゴニア • 2025年までにリサイクルした原料、再生可能な原料のみを使用

アディダス • 2024年までに可能な限りリサイクルポリエステルを使用

インディテックス
(ZARA他)

• 2025年までに綿・リネン・PETはオーガニック・サステイナブル・リサイクル済みに100%切り替え

H&M • 2030年までにリサイクルまたはその他のよりサステイナブルな素材のみを使用

テキスタイル

コカ・コーラ • 北米で販売する自社ブランドDASANIについて、100%再生PETを使用したボトルで提供すると発表

ネスレ • 製品の容器包装材料を2025年までに100%再生可能あるいは再利用可能にする

容器包装

【出典】各社HPより作成
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資源循環経済小委員会のこれまでの議論経緯
日程 議題

令和５年８月３日 産業技術環境分科会において、『資源循環経済小委員会』の設置を了承

９月20日
第１回資源循環経済小委員会
• 趣旨、現状整理
• 主な論点の整理

11月６日
第２回資源循環経済小委員会
• 日本化学工業協会（①再生材の利用促進等）
• 再生材利用の促進に関する論点等

12月13日
第３回資源循環経済小委員会
• 日本鉄鋼連盟、CLOMA、日本電機工業会（①再生材の利用促進、②循環配慮設計、③循環の可視化等）
• EUにおける資源循環政策動向（ESPR、CSRD）等

令和６年１月25日
第４回資源循環経済小委員会
• 三菱電機（①再生材の利用促進、②循環配慮設計、③循環の可視化、④CEコマース等）
• 三菱総研、BASFジャパン（③循環の可視化等）

２月13日
第５回資源循環経済小委員会
• 日本自動車工業会、富士フイルム（①再生材の利用促進、②循環配慮設計、③循環の可視化、④CEコマース等）
• 町野委員（④CEコマース等）

３月11日
第６回資源循環経済小委員会
• 日本建設業連合会、日本アパレル・ファッション産業協会、電池サプライチェーン協議会（①再生材の利用促進、②循環配慮設計、③

循環の可視化、④CEコマース等）

３月29日

第７回資源循環経済小委員会
• 太陽光発電協会（①再生材の利用促進、②循環配慮設計、③循環の可視化等）
• 三菱総研（①再生材の利用促進等）
• パナソニック（④CEコマース等）

5月9日
第８回資源循環経済小委員会
• 環境省（新法）、アビームコンサルティング（個別識別子）
• 論点整理（骨子案）

6月27日
第９回資源循環経済小委員会
• 中間報告取りまとめ（案）議論

12月18日
第10回資源循環経済小委員会
• 成長志向型の資源自律経済戦略の実現に向けた制度見直しに関する取りまとめ（案）
• 今後の制度的対応の方向性
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資源循環経済小委員会での主な論点

1. 循環資源の流通促進のあり方（含むルール化）

（1）量の確保

✓動脈側：再生材の利用促進、資源回収への参画

✓静脈側：経済性の担保

（2）質の確保

✓ 動脈側：環境配慮設計による易資源化等、再生材を使いこなす技術の改善

✓ 静脈側：選別・リサイクル技術の高度化、品質の標準化

→いずれも、動静脈相互の連携が必要

（3）循環の可視化による価値創出

✓ 資源情報の連携による循環促進

✓ 循環型製品の可視化

2. 資源節約のための取組

製品の効率的利用・CEコマース促進
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「資源生産性」の向上に向けた施策の方向性
１．自律的な循環経済の促進に向けた環境整備

◆ 循環指標ガイドラインの策定

２．ビジネスモデルの革新（「製品」の効率的利用・CEコマース）

◆ CEコマースの促進（業種指定・判断基準策定）

◆ トレーサビリティ促進のための個別識別子の表示の追加

◆ 情報連携PFの構築

◆ 部品レベルの循環促進

３．製品設計の高度化（資源消費量の抑制）

（１）エコデザイン（環境配慮設計）

◆ 環境配慮設計のトップランナー認定制度

 
(２) 「循環資源」の需要創出
◆ プラスチック等の再生材の利用に関する義務の拡充（判断基準策定・計画策定・実施状況の定期報告）
◆ 有用な資源を含む副産物の利用に係る義務の導入（例：車載用電池の工程端材）
◆ 再生材利用に関するインセンティブ付与（グリーン公共調達、各種補助制度等での優遇）

（３）「循環資源」の供給強化

◆ 既存のリサイクル制度（容器包装リサイクル法等）における、再生材の流通量の増加及び高品質な再生材
の評価を通じた再生材市場の活性化

◆ 再生資源供給産業の育成（今国会で成立した環境省提出の循環資源供給高度化法）

◆ 再生材に関する認証制度の導入
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• 再生材の利用義務を課す製品を特定し、当該製品の製造事業者等に対して、
再生材の利用に関する計画の作成及び定期の報告を義務付ける

• 取組が著しく不十分であるときは、勧告・命令の対象とし、命令に違反し
た場合には罰則の対象とする

• ライフサイクル全体の環境負荷低減を考慮した特に優れた製品設計（易解
体設計、長寿命化）の認定制度を創設する

• 認定製品はその旨の表示を行うことができるほか、当該製品のリサイクル
を行うための設備投資への金融支援など、認定事業者に対する特例措置を
講ずる

再生材利用の拡大

環境配慮設計の促進

• 現行制度では、メーカーの再生材利用は一部を除き努力義務
• かつ、再生材利用をモニタリングする仕組みが存在せず、再
生材利用の改善を促すことが困難

• 現行制度では、リサイクルしやすい製品設計をすべき製品を
指定、最低限守るべき基準は存在

• 他方、製品設計の特に優れた製品が評価され、定常的に全体
のレベルを底上げする仕掛けなし

課題 措置事項

再資源化の促進

• 現行制度では、小型電池など一定の製品にメーカー等の回収・
再資源化を義務付けているが、回収スキームが十分に構築され
ておらず、回収率が低い

• かつ、回収・再資源化の実施状況をモニタリングする仕組みが
存在しない

課題 措置事項

• 高い回収目標等を掲げて認定を受けたメーカー等に対し廃棄物処理法の
特例（適正処理の遵守を前提として業許可不要）を講じ、回収･再資源化
のインセンティブを付与する

• これにより回収の実施状況をモニタリングし、必要があれば担保措置
（勧告・命令など）で回収率の改善を促すことが可能になる

• CEコマース事業者の類型を新たに位置づけ、資源の有効活用や消費者の
安全といった観点から満たすべきCEコマースビジネスの基準を設定する

CEコマースの促進

• 現行制度では、CEコマースへの消費者の安全・安心面の懸念
を払拭し、CEコマースビジネスを健全に育成する適切な規律
が存在しない

課題 措置事項

課題 措置事項
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